
事業報告附属明細書

○資料１ 奨学事業　新規採用実績

○資料２ 奨学事業　貸与実績

　【育英奨学金】　資産区分：特定資産「奨学貸付金」

〔貸付実施総額内訳〕

　【育英奨学金】　資産区分：特定資産「高校奨学貸付金」
（旧日本育英会高校奨学金地方移管及び修学支援基金に伴う高校奨学貸付事業制度）

※本年度採用のうち緊急採用制度による採用者０人

合 計

73人

当初予算額 65,424,000円　

本 年 度
採 用

貸 与 金 額

72,216,000円　 予 算 現 額

私 立

本 年 度 採 用 8人 1,728,000円 ×8人＝ 1,728,000円

合 計 38人 8,208,000円

前年度より継続 30人 6,480,000円 ×30人＝

人員 貸 与 金 額貸 与 金 額

24,648,000円

49名
0名 0名 0名 1名

欠員数

新規奨学生合計

出願
者数

0名

0名 0名

0名 0名 0名 5名 54名

0名 20名

採用
者数

出願
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採用
者数

不採用
者数

出願
者数

採用
者数

130名 25名

7名 13名 13名 0名

自 宅 外
通 学 0名 1名 1名 0名

4名 0名

自 宅
通 学 10名 54名 49名 5名

学 校 種 別
【 高 等 学 校 等 】

定 員

0名 0名 6名

計 130名 25名 19名 72名

私
立

81名

自 宅 外
通 学 2名 4名

0名

0名 0名

育
英
奨
学
金

(

第
1
型

)

国
公
立

自 宅
通 学

不採用
者数

在籍数

予 約 採 用 在 学 採 用 ( 春 ･ 秋 ) 緊 急 採 用 採用
辞退
者数

4名

修
学
奨
学
金

(

第
2
型

)

国
公
立

自 宅
通 学

40名 10名

2名 10名 10名

67名

自 宅 外
通 学 0名 0名 0名

4名 20名 16名

自 宅 外
通 学 0名

49名5名 0名 0名 0名 5名

11名
0名 0名

0名 3名 9名

0名

1名 19名

11名

合 計 170名 35名 25名 104名 110名 60名

1名 1名

計 40名 10名 6名 32名 28名 4名 5名 29名

私
立

自 宅
通 学

95名 9名 0名 0名 0名 10名

2名 2名 0名

当初予算額 15,336,000円　 予 算 現 額 8,208,000円　 実 施 額 8,208,000円　

6,480,000円

0円

高 等 学 校 8,208,000円

新 規 18,000円 ×12月

継 続 18,000円 ×12月

区 分
高 等 学 校

人 員 貸 与 金 額

125人 40,776,000円

198人 65,424,000円7,980,000円

実 施 額 65,424,000円　

人員

区 分

国 公 立

8,910,000円

13人 5,460,000円

自 宅 自 宅 外 自 宅 自 宅 外

12人 2,592,000円 1人 276,000円 54人 19,260,000円 6人 2,520,000円

人員 貸 与 金 額 人員 貸 与 金 額人員

前 年 度
より継続

30人 6,318,000円 3人 828,000円 79人 28,170,000円

47,430,000円 19人合 計 42人 4人 1,104,000円 133人



〔貸与実施総額内訳〕

〔自　宅〕

〔自宅外〕

〔自　宅〕

〔自宅外〕

〔自　宅〕

〔自宅外〕

〔自　宅〕

〔自宅外〕

　【修学奨学金】　資産区分：特定資産「奨学貸付金」

〔貸与実施総額内訳〕

〔自　宅〕

〔自　宅〕

〔自宅外〕

〔自　宅〕

〔自宅外〕

〔自　宅〕

〔自宅外〕

貸 与 金 額貸 与 金 額

合 計

当初予算額 28,284,000円　33,492,000円　

×12月 ×12人＝ 2,592,000円

自 宅 外

人員 貸 与 金 額

実 施 額 28,284,000円　

28,284,000円

国 公 立 5,304,000円

1人

自 宅 自 宅 外 自 宅

人員人員 貸 与 金 額 人員 貸 与 金 額 人員

区 分

国 公 立 私 立

予 算 現 額

23,000円 ×12月 ×1人＝ 276,000円

29人 9,204,000円

前 年 度
より継続

13人 2,808,000円 2人 552,000円 43人 15,300,000円

本 年 度
採 用

9人 1,944,000円 0人 0円 19人 6,840,000円 1人 420,000円

新 規 18,000円

420,000円 59人 19,080,000円

合 計 22人 4,752,000円 2人 552,000円 62人 22,140,000円 2人 840,000円 88人

新 規 18,000円 ×12月 ×9人＝ 1,944,000円

継 続 18,000円 ×12月 ×13人＝ 2,808,000円

35,000円 ×12月 ×1人＝ 420,000円

180,000円30,000円 ×6月 ×1人＝

国 公 立 10,014,000円

私 立 22,980,000円

23,000円 ×12月 ×2人＝ 552,000円

6,840,000円

継 続 18,000円 ×12月 ×29人＝ 6,264,000円

私 立 55,410,000円

23,000円 ×12月

18,000円 ×3月 ×1人＝ 54,000円

継 続 30,000円 ×12月 ×42人＝ 15,120,000円

新 規 30,000円 ×12月 ×19人＝

×3人＝ 828,000円

新 規 30,000円 ×12月 ×53人＝ 19,080,000円

30,000円 ×6月 ×1人＝ 180,000円

継 続 30,000円 ×12月 ×77人＝ 27,720,000円

35,000円 ×12月 ×6人＝ 2,520,000円

30,000円 ×10月 ×1人＝ 300,000円

30,000円 ×5月 ×1人＝ 150,000円

35,000円 ×12月 ×13人＝ 5,460,000円

35,000円 ×12月 ×1人＝ 420,000円



　【通学貸付金】　資産区分：特定資産「通学貸付金」
（県立高等学校の再編整備実施に伴う期間を限定した通学費貸付制度）

※平成２６年度末にて貸与終了

○資料３ 奨学事業　返還状況及び返還率

　【育英・修学奨学金】　資産区分：特定資産「奨学貸付金」

〔学校種別返還状況〕

①【育英奨学金】

②【修学奨学金】

※
2

　【育英奨学金】　資産区分：特定資産「高校奨学貸付金」
（旧日本育英会高校奨学金地方移管及び修学支援基金に伴う高校奨学貸付事業制度）

〔学校種別返還状況〕

③【育英奨学金】

※
3

〔返還率〕

（参考）令和６年度返還率　88.6%
返 還 率　＝　令和７年度現年返還額（上記表※1～3の合計額）÷令和７年度現年返還義務額×１００

返 還 金 95,986,000円　 95,986,000円　 96,856,730円　 870,730円　

0円　 756,000円　

返 還 金 区 分 高 校 大 学 短 期 大 学 総 計

科 目 当 初 予 算 額 予 算 現 額 決 算 額 増 減 額

22,729,820円　

令和７年度返還件数 2,283件　 189件　 10件　 2,482件　 

令和６年度以前の未収金返還額 1,191,500円　 4,382,240円　 667,000円　 6,240,740円　

令和７年度返還総額 18,450,300円　 5,170,160円　 667,000円　 24,287,460円　

令和７年度の現年返還額 16,502,800円　 787,920円　 0円　 17,290,720円　

令和８年度以降の前受金返還額 756,000円　 0円　

返 還 金 区 分 国 公 立 私 立 総 計

返 還 金 214,805,000円　 214,805,000円　 249,367,876円　 34,562,876円　

令和７年度の現年返還額 10,427,870円　 37,278,260円　 47,706,130円　

令和８年度以降の前受金返還額 510,000円　 1,623,320円　 2,133,320円　

令和７年度返還件数 1,689件　 4,198件　 5,887件　 

令和６年度以前の未収金返還額 4,568,820円　 18,161,000円　

返 還 金 区 分 国 公 立 私 立 総 計

令和７年度返還総額 15,506,690円　 57,062,580円　 72,569,270円　

科 目 当 初 予 算 額 予 算 現 額 決 算 額 増 減 額

8,935,020円　 13,656,360円　

令和７年度返還総額 82,812,190円　 166,555,686円　 249,367,876円　

現 年 返 還 額 現 年 返 還 義 務 額 返 還 率

令和７年度返還件数 8,539件　 11,686件　 20,225件　 

令和６年度以前の未収金返還額 10,634,330円　 25,592,630円　 36,226,960円　

264,481,406円　 303,114,160円　 87.3% 

令和７年度の現年返還額 67,456,520円　 132,028,036円　 199,484,556円　

令和８年度以降の前受金返還額 4,721,340円　

※
1



　【通学貸付金】　資産区分：特定資産「通学貸付金」
（県立高等学校の再編整備実施に伴う期間を限定した通学費貸付制度）

〔返還状況〕 〔返還率〕

返 還 率　＝　令和７年度現年返還額÷令和７年度現年返還義務額×１００

○資料４ 学生寮運営事業　在寮生大学等別人数

令和7年4月現在 【参考】令和７年度

岡山県育英会東京寮

東京都港区高輪３丁目１４番２１号

男子学生定員　　４５名

寮長（R７不在）

（他１名：委託給食従業員）

寮費　月額　 35,000円

食費　月額　 21,000円

県有地借用 962.89㎡

県有地使用許可

・避難通路部分 108.885㎡

・地上に設ける変圧器 1個

・地下ｹｰﾌﾞﾙ埋設部分

147㎜径2列　延長15.2m 深さ1.35m

8

7 1 名

6 拓殖 1 名

13

1 名

慶應義塾

青山学院

中央 15

10

16 名

名称人数

1

4

5 立正 1 名

3

2

駒澤

成蹊

2 名

1 名

東京海洋 4 名

東京理科 1 名

東京工業

大学名

芝浦工業 1 名

東京

3 名

費用
14 ルーテル学院 1 名

収容人員

職員

1 名

12 明治 1 名

9

大学名

所在地

人数

木造倉庫２階
1階　　19.44㎡
2階　　19.44㎡
計　　　38.88㎡

38 名

鉄筋地上４階
1階　360.25㎡
2階　358.88㎡
3階　363.06㎡
4階　363.05㎡
屋階　37.86㎡
計　1,483.10㎡

建物

土地

早稲田 3 名

１５大学等　　計

予 算 現 額 決 算 額 増 減 額

返 還 金 区 分 高 等 学 校 現 年 返 還 額 現年返還義務額 返 還 率

科 目 当 初 予 算 額

　寮費：令和５年
　食費：令和７年
　改定

11

令和７年度の現年返還額 72,000円　

令和８年度以降の前受金返還額 0円　

令和７年度返還総額 348,000円　

令和７年度返還件数 36件　 72,000円 72,000円 100.0% 

令和６年度以前の未収金返還額 276,000円　

返 還 金 72,000円　 72,000円　 348,000円　 276,000円　



○資料５ 庶務関係（県補助金等手続事項）

事務局の使用について 令和７年度行政財産使用許可を申請し，許可された。

(岡山県教育庁生涯学習課内 28.0㎡)

令和７年度補助金の交付申請に 岡山県知事あて岡山県育英会奨学事業にかかる関係書類を添えて，

ついて 令和７年度補助金等交付申請書を提出した。

補助金等交付決定について 令和７年度岡山県育英事業費補助金の補助金等交付決定通知書を受

領した。

市町村負担金請求について 県内市町村長あて令和７年度市町村負担金分担額表に基づき請求書

を送付し，納入を依頼した。

令和８年度市町村負担金の予算 県内市町村長あて本会の概要，市町村負担金分担額表とともに，令

措置について 和８年度各市町村負担金の予算措置を文書で依頼した。

・令和８年度負担金３５０万円を基準財政収入額割６０%，世帯数割

　４０%で按分した分担額表を作成する。

財政的援助団体等監査（書面監査） 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項の規定によ

り，令和６年度監査を受けた。

・指摘事項

　令和６年度末の奨学金未収償還金が，前年度末に比べ総額は減少し

ているものの，280,966,614円と多額になっており，早期解消が必要

である。

・所　見

　奨学金の未収償還金について，年度末残高は４年連続して減少し，

かつ，令和６年度の収入率は上昇に転じ取組の成果が認められるもの

の，年度末時点での総額は，依然として多額である。

　適正に返還している人との公平性の確保の観点や制度の運営上の観

点から，大きなリスクとなっており，今後とも，債権管理に万全を期

し，新たな未収償還金の発生を防止するとともに，未収償還金の回収

に向け，引き続き効果的・効率的な対策を推進されたい。

普通財産借受申請について 岡山県知事あて東京寮敷地として962.89㎡の県有財産の借受を申請

した。（借受期間R8.4.1～R9.3.31）

東京寮敷地の使用許可について 岡山県東京事務所長あて東京寮敷地の一部108.885㎡及び地下ｹｰﾌﾞﾙ

埋設部分15.2ｍ，地上に設ける変圧器1個の行政財産使用許可を申請

した。

令和７年度育英事業費補助金 岡山県知事あて関係書類を添えて，令和７年度岡山県育英事業費補

実績報告の提出について 助金実績報告書を提出した。

令和７年度補助金等額の確定 令和７年度育英事業費補助金の補助金等額の確定通知書を受領した。

について

07.07.31

07.12.08

08.02.05

08.02.05

摘　　　　　　　　　　要

07.04.01

07.04.01

年 月 日

07.04.01

事　　　　項

07.09.26

08.03.31

08.03.31
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